
2014年度大学入試センター試験（本試験）分析詳細 
  ■ベネッセ・駿台共催／データネット実行委員会 

政治・経済 

 

1．総評 

【2014年度センター試験の特徴】 

・幅広い分野にわたって、教科書レベルの標準的な知識が定着しているかが問われた。 

・統計資料などを用いた出題が増え、読解力・思考力を要するものもみられた。 

・時期の判断において正確な知識を必要とする出題が増加した。 

多角的・総合的視点のリード文という傾向は、昨年から変更がなかった。基礎的かつ重要な事項が定着している

かどうかを問う出題のなかで、既習の知識と関連付けて考察力を試すものがみられた。きちんと学習を積み上げて

きた受験生にとっては高得点が期待できる出題といえよう。問題難易は昨年並。 

 

2．全体概況 

【大問数・解答数】 大問数 5、解答数 36個は昨年から変更なし。第 1問・第 5問の一部と第 3問・第 4問は

「倫理、政治・経済」との共通問題。 

【出題形式】 文章選択問題中心の傾向は昨年から変更なし。1 行の文章選択問題が増加（3→6）し、

2 行の文章選択問題が減少（24→21）した。また、昨年に引き続き、統計資料や図表を

用いた問題が 8問出題された。 

【出題分野】 今年も政治分野、経済分野、国際政治分野、国際経済分野から幅広く出題された。 

【問題量】 昨年並。 

【難易】 昨年並。 

 

3．大問構成 

大問 出題分野・大問名 配点 難易 備考（使用素材・テーマなど） 

第 1問 戦後日本経済の歩み 28点 標準 政治分野・経済分野 

第 2問 日本経済の諸課題 17点 標準 経済分野 

第 3問 経済のグローバル化と格差 19点 標準 経済分野・国際経済分野 

第 4問 日本国憲法と国民の政治参加 19点 やや易 政治分野 

第 5問 冷戦終結後の国際社会 17点 標準 国際政治分野 

 

4．大問別分析 

第 1問「戦後日本経済の歩み」 

・以下【共通】とあるものは、「倫理、政治・経済」との共通問題であることを示す。 

・政治分野・経済分野からの出題。日本の政治や経済についての幅広い知識が問われた。 

・問 1は、PKO協力法やガイドライン関連法など、冷戦以降の自衛隊に関する知識が問われた。基礎的事項である

ため、迷わず正答を判断したい問題であった。 

・【共通】問 2 は、行政の活動にかかわる制度や行政を担う公務員について問われた。国家公務員の給与が、人事

院の勧告によって決められていることが理解できていれば、難しくはない。 

・問 3 は、高度経済成長期における好景気の名称と、その時代の経済的な出来事を結びつける問題。それぞれの

出来事がどの時代に起こったのかを正確に理解できていなければならないため難しい。 

・【共通】問 4 は、日本における環境保護についての法制度や裁判について問われた。環境アセスメント法について

理解できていれば、積極的に正答を選べた。 

・問 5 は、日本経済に関する問題。戦後の日本経済の流れを理解するとともに、「平価の変動幅を一定に抑える」と

いう記述が、固定相場を示していると判断しなければならない。基礎的な知識をふまえた上で、選択肢を正確に読

み解く力が求められた。 

・【共通】問 6 では、日本の国際収支の推移について問われた。所得収支が常に黒字であることが理解できていれ

ば、正答を選べる。国際収支の推移と日本経済の動向を結びつけて考える力が求められた。 

・問 7 は、経済のグローバル化に関する出来事を時代順に並べる問題。それぞれの出来事がどの時代に起こった

のかを正確に理解しておかなければならないため難しい。 

・問 8は、国富について問われた。国富には金融資産を含まないと理解できていれば、迷わず正答を選べた。 

・問 9 は、職場における男性・女性の取扱いに関する法制度について問われた。労働に関する男女平等の基礎的

事項を理解できていれば、積極的に正答を選べる問題であった。 

・【共通】問10は、裁判員制度や情報公開法、NPO法などについて問われた。裁判員制度の基本的な内容を整理し



ておく必要があった。 

 

第 2問「日本経済の諸課題」 

・経済分野からの出題。社会保障のあり方、近年の労働、経済成長率の推移など、現代の日本経済の課題につい

て幅広く問われた。 

・問 1は、日本の社会資本について問われた。建設国債が社会資本の整備を目的として発行されていることが理解

できていれば、積極的に正答を選べた。 

・問 2 は、日本の実質経済成長率の推移と、日本経済の出来事を関連させて問う問題。実質経済成長率が変動し

た要因が理解できていれば、正答を選ぶことができた。グラフの変化と、経済に関する出来事を結びつけて考える

力が求められた。 

・問 3は、日本の地方財政について問われた。地方交付税の定義について理解できていれば、難しくはない。 

・問 4は、各国の国民負担率と高齢化率について問われた。日本の高齢化率が高いこと、スウェーデンの国民負担

率が高いことを想起する力が求められた。 

・問 5は、日本の中小企業について問われた。中小企業と大企業の間に存在する格差について理解できていれば、

正答を選ぶことができる。選択肢の内容を正確に理解して、正答を導く必要があった。 

・問 6 は、2000 年以降の日本の労働に関する問題。近年の日本の労働状況を理解しておけば、積極的に正答を選

ぶことができた。 

 

第 3問「経済のグローバル化と格差」 

・経済分野・国際経済分野からの出題。経済主体、金融、需要・供給曲線など、経済に関する知識が幅広く問われ

た。 

・【共通】問 1は、日本における年金制度について問われた。年金制度の問題点について理解していれば、誤りのポ

イントに気づくことができた。 

・【共通】問 2は、経済主体に関する問題。企業の資本提携をイメージできれば正答を選ぶことができた。 

・【共通】問 3 は、各国における、総所得に占める階級ごとの所得シェアについての資料読み取り問題。選択肢と資

料中の数値を一つずつ照らし合わせていけば、正答にたどり着けた。 

・【共通】問 4 は、金融政策について問われた。「基準割引率および基準貸付利率」がかつて公定歩合と呼ばれてい

たものであることがわかれば、公開市場操作の手段としては用いられないことが判断できた。 

・【共通】問5は、需要・供給曲線に関する問題。財の輸入を増加させる要因について、選択肢と照らし合わせながら

検証していくことで、正答を判断することができた。選択肢の条件を需要・供給曲線にあてはめた時、需要・供給曲

線がどのように動くのかを正確に判断する力が求められた。 

・【共通】問 6は、独占禁止法や会社法、株式会社に関する基本的知識が問われた。どの選択肢も基礎的事項なの

で、迷わず正答を判断したい問題であった。 

・【共通】問 7は、営利を目的としない組織に関する問題。日本郵政公社が民営化されて、日本郵政株式会社になっ

たということが理解できていれば正答を選ぶことができた。 

 

第 4問「日本国憲法と国民の政治参加」 

・政治分野からの出題。明治憲法に触れたうえで、日本国憲法の原則と制度的枠組みについての基本的な出題で

あった。 

・【共通】問 1 は、明治憲法下と日本国憲法下における天皇に関する問題。天皇機関説を提唱した人物の著書の発

売が禁止されたかどうかを判断するのは難しかったかもしれない。しかし、その他の選択肢はいずれも基礎的な事

項であったため、消去法で正答にたどり着くことができた。 

・【共通】問 2 は、国民主権を具体化している日本の制度について問われた。正答の選択肢は、国民審査について

の基礎的な内容であったため、積極的に正答を選ぶことができた。 

・【共通】問 3 は、選挙制度について、表中の数値を利用して政党の獲得議席数を判断する問題。まず小選挙区の

当選者は、A党 3人、B党 2人、C党 0人と判断する。次に、選挙区を合併し、獲得票数の比率に応じて議席を配

分するため、A党が 2人、B党が 2人、C党が 1人となる。後は選択肢と照らし合わせて正答を判断すればよい。 

・【共通】問 4 は、明治憲法下での帝国議会と、日本国憲法下での国会の違いについて問われた。明治憲法下の帝

国議会について、正確に理解しておく必要があった。 

・【共通】問 5は、1989年から 2012 年までの衆参両院議員の選挙における投票率の推移に関する問題。衆参両院

の選挙における投票率の状況や、それぞれの時期の政治に関する出来事について、正確な理解が求められた。 

・【共通】問 6 は、裁判所の違憲立法審査に関する問題。設問文の内容を正確に理解し、それぞれの選択肢にあて

はめて考える力が求められた。 

・【共通】問 7は、日米安全保障条約に関する問題。最高裁判所が違憲判決を出した裁判については基礎的事項で

あるため、迷わず正答を判断したい問題であった。 

 



第 5問「冷戦終結後の国際社会」 

・国際政治分野からの出題。冷戦終結後の出来事や国際紛争、条約などの知識が問われた。 

・【共通】問 1 は、EU について問われた。EU の統合の過程を理解していれば、正答を判断することは難しくなかっ

た。 

・問 2は、戦略兵器削減条約について問われた。条約の内容の正確な理解が求められた。 

・問 3 は、パレスチナ問題についての地図を用いた問題。地理的な知識に加え、細かい内容が問われたため、正答

を判断するのは難しかったと考えられる。 

・【共通】問 4は、難民について問われた。正答の選択肢は難民条約の基本的な内容であった。 

・問 5 は、国際紛争の処理について問われた。国際司法裁判所が裁判を開始する条件など、国連に関する基礎的

事項を整理しておく必要があった。 

・問 6 は、人間の安全保障の実践例についての問題。「人間の安全保障」の考え方を理解した上で、選択肢の事例

が、その考え方にあてはまるかを判断しなければならない。「人間の安全保障」の考え方が想起できれば、それぞ

れの選択肢について判断することは難しくない。 

 

5．過去 5 ヵ年の平均点（大学入試センター公表値）  

年度 2013 2012 2011 2010 2009 

平均点 55.46 57.99 58.97 59.16 69.31 

 

6．2015年度センター試験攻略のポイント 

・問われている内容は、各分野の基本的な用語の理解と、原理・原則が中心である。まずは、基本的な知識を確実

におさえたうえで、論理的に考察する力を身につけておきたい。実際の事例にあてはめて考察する力も求められる

ため、原理・原則を暗記するのではなく、根本的な考え方や仕組みの理解が必要である。 

・近年、資料問題は 6～8 題出題されている。単純な読み取り問題だけではなく、背景となる知識と関連付けて考察

する問題も出題されている。日頃から、多くの問題にあたり、教科書で習った知識を応用できるようにしておきた

い。 

・教科書だけではなく、資料集の知識や、時事的な事項についての知識も求められるので、新聞・テレビの特集記

事・報道には十分な関心をもっておく必要がある。時事的な事項と教科書で習った知識を関連させて理解しておき

たい。 

 


